
評 価 書 

 

１．評価対象施策 

 

公正な取引慣行の推進 

 下請法違反行為に対する措置 

 

２．担当課室 

下請取引調査室、会計室 

 

３．評価の実施時期 

令和６年４月～６月 

 

４．施策の実施状況（政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報） 

令和２年度から令和５年度までの各年度における施策の実施状況は別添の

とおり。 

 

５．評価の観点、政策効果の把握の手法及びその結果 

担当課室において、行政事業レビューシートを活用し、ロジックモデルを用

いて施策のアウトカム等を検証することで、主に有効性の観点から評価を実施

した（別紙の各「アクティビティ」～「長期アウトカム」欄）。 

また、担当課室において、以下のとおり、施策のボトルネックの特定とその

解消策の検討を行った（別紙の「事業所管部局による点検・改善結果」欄）。 

点

検

結

果 

【ボトルネック】 

１ 現状の体制で対処すべき課題が増加している（新しいタイプの違

反行為、各省連携等）。 

２ 調査先親事業者の書類の保存状況が悪い、違反行為が多岐にわた

っているなどの事案の場合、事件の処理に時間を要するため、他の

事件に人員を回せる余力がなくなり、処理件数及び下請事業者の利

益の早期保護の足かせとなっている（アクティビティ①及び②）。 

３ 調査票の発送数が増えるとともに、資本金が比較的小さく、法務

部門や専門スタッフのいない親事業者にまで回答を求めることにな

るため、回収率が低下する傾向にある（アクティビティ③）。 

改

善

の

方

１及び２について、令和５年度までに実施してきた調査プロセスの

見直しや調査方法の工夫をさらに推進することにより、処理期間の短

縮を図り、定期調査の結果を精査して優先的に調査すべき案件の洗い

出しを早期に行い、違反の確度の高い事案の調査により早期に着手で

別添２



向

性 

きるようにすること等により、下請法違反事件の迅速かつ効果的な処

理に努める。また、調査方法の工夫で独占禁止法違反事件審査の参考

になるものがあれば、審査局にも情報共有する。さらに、関係省庁と

連携して下請法違反行為に対処するため、関係省庁に対して、効果的

な情報収集や下請法違反行為の調査に係るノウハウを提供するスキ

ームを構築し、関係各方面の理解を得ながら、機構・定員の体制整備

を図る。 

３について、令和４年度以降に取り組んできた封書の工夫、メール

や封書による督促の実施に加え、コールセンターから未回答の親事業

者に対して督促の電話を架ける等のフォローを実施することにより、

回収率の更なる向上を図る。特に、未回答事業者のうち一定の大企業

については、個別に確認を行うことを検討する。また、定期調査の発

送数については、ただ増やすだけでなく、前年度の指導実績等を踏ま

えて発送先を検討し、調査方法の工夫と合わせて効果的な実地調査を

行う。 

 

６．第三者の知見の活用 

政策評価・行政事業レビュー外部有識者合同会合における政策評価委員の主

な意見は以下のとおりである（別紙の「外部有識者の所見」欄）。 

○ 定期調査について、オンラインによる回答は、アンケー

トを実施する公正取引委員会にとって、回答の整理等が容

易になるなどメリットが多く、また、アンケートを回答す

る事業者側にとっても、自身の問題点に気付きやすいなど

メリットがあり、非常に有効な手法だと思う。 

池谷委員 

○ 定期調査について、質問数は多いのか。多い場合、調査

を２段階とし、１段階目はスクリーニング調査として簡易

的に、２段階目はスクリーニング調査を踏まえて必要と考

えられた事業者に対して追加調査をするといった取組に

よって、回答負担を軽減するということはできないのか。 

（質問数は決して少なくはないが、全ての設問に回答が必

要なわけではなく、回答不要の設問についてはスキップで

きるようなシステムにしている旨回答した。） 

多田委員 

○ 定期調査は、本事業における基礎となる活動であり、回

答の回収率が上昇傾向にあるのはよいことと言える。他方

で、点検結果でも触れられているように回答負担について

も考慮が必要かもしれない。小規模な親事業者などについ

ては、調査票を簡易なものにして回答しやすくするなどの

中村委員 



工夫が可能か、検討してはどうか。 

○ 定期調査について、回答の回収率を向上させるための取

組は重要なノウハウなので、マニュアル化するなど内部で

引き継いでいけるように整備しておいてほしい。 

南島委員 

 

７．政策評価の結果 

本施策は、親事業者の下請事業者に対する取引を公正ならしめるとともに、

下請事業者の利益を保護する上で有効な取組であったと評価できる。今後、前

記５の「改善の方向性」に記載した取組を行うことで施策の更なる改善を図る。 

  



別紙



















































 

・令和５年度における下請法の運用状況及び中小事業者等の取引公正化に向け

た取組（令和６年６月５日） 

URL：https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/jun/240605.html 

 

・令和４年度における下請法の運用状況及び中小事業者等の取引公正化に向け

た取組（令和５年５月３０日） 

URL：https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/may/230530.html 

 

・令和３年度における下請法の運用状況及び中小事業者等の取引公正化に向け

た取組（令和４年５月３１日） 

 URL：https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2022/may/220531.html 

 

・令和２年度における下請法の運用状況及び企業間取引の公正化への取組（令和

３年６月２日） 

 URL：https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/jun/210602.html 

 

 

別添 


